
【検－５】 公共施設の老朽化対策・長寿命化に資する包括的民間委託のあり方検討業務 ①【平成25年度】

業務目的
本業務では 公共施設の老朽化対策や長寿命化にも資する 公共施設の維持管理等の複数業務を包括して民間事業者が実施する 包括的民間委託の本業務では、公共施設の老朽化対策や長寿命化にも資する、公共施設の維持管理等の複数業務を包括して民間事業者が実施する、包括的民間委託の

あり方について検討する。
具体的には、公共施設管理の民間委託の考え方、包括的民間委託の定義の整理や、下水道、道路、河川、公園、空港、港湾の各事業分野における法制

度、維持管理基準、包括的民間委託導入事例の調査、福島県いわき市生活排水対策事業を対象とした包括的民間委託のケーススタディを行う。これらの調
査結果を踏まえ、公共施設の老朽化対策・長寿命化にも資する包括的民間委託のあり方について検討を行う。

業務内容 検討結果概要

第Ⅰ章 業務の概要

1.業務の目的

2 業務の内容

【包括的民間委託の定義】

• 「民間委託」は民法上の請負契約または準委任契約
と解される。

〔各分野における包括的民間委託の調査事例〕

事業

分野
発注者

委託概要

業務概要
契約
年数

性能規定/
仕様規定

福岡県
大牟田市

下水処理場の運転、保守点検、小規
模修繕等を包括

3年 性能・仕様
の混在2.業務の内容

第Ⅱ章 包括的民間委託の定義

1.公共施設管理の民間委託

2.本報告書における包括的民間委託の定義

3 公共施設管理手法に関する法制度等

• 包括的民間委託を規定する法制度はないが、本報
告書においては、複数業務化の要素を含んだ上で、
適宜 複数年度化、性能規定化の要素を持つような、
公共施設等の管理に係る業務委託を「包括的民間
委託」と定義した。

下水

道

大牟田市 模修繕等を包括 の混在

石川県
かほく市

上下水、農集施設（管路含む）の運転、
保全管理等を包括

5年 性能・仕様
の混在

東京都
青梅市

下水道管路施設の清掃、巡視・点検・
調査、緊急対応、小修繕等を包括

3年 仕様

宮城県
下水処理場の運転、保守点検、ユー
ティリティの調達管理、小規模修繕等
を包括 【指定管理者制度】

2～5
年

性能・仕様
の混在3.公共施設管理手法に関する法制度等

第Ⅲ章 包括的民間委託の導入事例

1.事例調査の進め方

2～7.下水道、道路、河川、公園、

空港 港湾分野

• 個別の管理業務を包括し民間に委ねる点が類似す
るため、包括的民間委託のほか指定管理者制度も
調査の対象とした。

【包括的民間委託の導入事例】

(1)事例調査の進め方

を包括 【指定管理者制度】

道路
奈良県
道路公社

道路補修、施設修繕、清掃、除草、植
栽管理、雪氷対策等を包括

3年 性能・仕様
の混在

河川
国土交通省
秋田河川
国道事務所

河川の除草、堤防養生、清掃、巡視・
巡回、管理用道路、雑作業を包括

3年 仕様

栃木県
日光土木 除雪 巡回 緊急時点検を包括 半年 仕様空港、港湾分野

第Ⅳ章 ケーススタディの実施

1.ケーススタディの進め方

2.現状把握

(1)事例調査の進め方

• 各事業分野ごとに、包括的民間委託の導入事例の
調査を行った。（右図：7分野、14事例）

• 併せて、各事業分野ごとに、包括的民間委託に関連
する法制度等、施設の維持管理基準等について整
理した

道路・

河川

日光土木
管理事務所

除雪、巡回、緊急時点検を包括 半年 仕様

北海道
大空町

橋梁、河川の維持管理と除雪を包括
【指定管理者制度】

4年 仕様

公園

国土交通省
関東地整ほ
か

マネジメント及び企画立案、施設・設
備維持管理、植物管理、収益施設運
営等を包括

3年 仕様

運営 植物 施設の管理 施設補修 性能 仕様3.包括的民間委託のスキームの検討

4.まとめ

第Ⅴ章 公共施設の老朽化対策・長寿命化

に資する包括的民間委託のあり方

理した。

(2)各事業分野の傾向分析

• 包括的民間委託に関するマニュアル等については、
下水道分野でのみ策定・公表されている。

• 複数業務の包括化により、維持管理作業の効率化・

東京都
運営、植物、施設の管理、施設補修・
修繕等を包括 【指定管理者制度】

5年 性能・仕様
の混在

空港

北海道
旭川市

基本施設等の除雪、草刈、清掃、施
設修繕、警備・消防業務、航空灯火
維持管理業務等を包括

5年 性能・仕様
の混在

静岡県
基本施設、給油施設、ターミナルビル
の維持管理、保安関係業務、駐車場
の管理等を包括 【指定管理者制度】

5年 性能・仕様
の混在

の検討

1.包括的民間委託導入における課題

2.包括的民間委託の促進に向けた取組み

の方向性

コスト縮減が図られている事例が多い。

• 複数年度化により、民間事業者の計画的な設備投
資や人材確保を行った事例が見られる。

• 要求水準に性能規定を導入している事例は多くはない。

の管理等を包括 【指定管理者制度】

港湾

神奈川県
横浜市

施設利用対応、誘導等の運営、施設
設備の維持管理業務、使用許可等の
業務を包括 【指定管理者制度】

5年 仕様

福岡県
福岡市

施設利用対応、使用料収納等運営、
巡視、保守点検、消耗品交換、清掃
等の業務を包括 【指定管理者制度】

5年 仕様



検討結果概要（続き）

【ケ ススタデ の実施（福島県いわき市）】

【検－５】 公共施設の老朽化対策・長寿命化に資する包括的民間委託のあり方検討業務 ②【平成25年度】

〔「処理施設」における包括的民間委託のスキーム案〕・・・地域に跨る複数施設をバンドリング

【ケーススタディの実施（福島県いわき市）】
(1)現状把握
・ いわき市の生活排水対策（下水道）事業において、公共下水道処理
施設については、浄化センター毎に包括的民間委託が行われている。
それ以外の、地域汚水処理施設および農業集落排水処理施設は、そ
れぞれ個別委託により維持管理されている

草木台 地域汚水処理施設

中部 浄化センター

公共下水道施設

地域汚水処理施設

農業集落排水施設

【凡例】

❶

❷

❸
れぞれ個別委託により維持管理されている。

(2)包括的民間委託のスキームの検討
・ 処理施設 と 管路施設に分けて包括的民間委託の検討を行った。

アセットマネジメント 直営業務：改築・維持管理計画策定、工事発注

〔処理施設〕
・ 地域に跨る複数施設をバンドリングして、現状よりも更に対象範囲を
拡大した包括的民間委託を行うことで 全て個別委託での対応に比べ

洋向台 地域汚水処理施設

東部 浄化センター渡辺地区 農業集落排水施設

遠野地区 農業集落排水施設

個別委託

（単年度）❷地域汚水処理施設

❶公共下水道施設

公
募
・選
定

計画への助言
拡大した包括的民間委託を行うことで、全て個別委託での対応に比べ
14.2％の削減効果が得られると試算された。

・ 導入効果を創出するためには、対象業務の範囲、性能規定を含む要
求水準、創意工夫を発揮させる選定方式、契約年数の延伸、リスク分
担や民間側インセンティブ等について今後検討する必要がある。

〔管路施設〕

地域毎の
複数施設の
包括的民間委託
詳細検討

・業務範囲
・要求水準

個別委託
×5ヶ所
（単年度）

包括的民間
委託×4ヶ所
（複数年度）

地域毎の
複数施設の
包括的民間委託

複数業務化
複数年度化
性能規定化

検討結果結論

❸農業集落排水施設

現在 短期 中長期

評価
検討

他地域
へ展開

個別委託
×6ヶ所
（単年度）

〔管路施設〕
・ 現段階では管路施設への包括的民間委託の導入は困難だが、今後
維持管理情報の蓄積(データベース化)に取り組むことで、段階的に委
託業務範囲を拡大していくことが可能と考えられる。

・選定方式
・契約年数
など

（単年度）

検討結果結論

(1) 包括的民間委託の導入における課題
・ 老朽化対策や長寿命化など業務が多様化している一方で、地方公共団体の職員
数は減少傾向にあり、民間事業者に委ねる範囲を広げていく必要がある。

・ 民間委託対象の業務範囲の拡大 民間事業者の創意工夫が一層発揮できる性

〔包括的民間委託の促進に向けた取組みの方向性〕
現在 短期 中長期

業務分析・評価
民間提案
の機会

支援の充実

業務支援 ・履行監視支援
・計画策定支援など業務範囲・契約年

数・性能規定・選
定方式等 検討

業務支援/履行監視支援

民間委託対象の業務範囲の拡大、民間事業者の創意工夫が 層発揮できる性
能規定化、責任範囲を明確化するリスク分担の検討・整理が必要と考えられる。

(2) 包括的民間委託の促進に向けた取組みの方向性
・ 短期的な取組みとしては、現状の個別委託の評価・分析を踏まえた、包括委託の
事業効果の検討、施設維持管理情報の蓄積・分析、地方公共団体の実務者の参
考となる情報の提供 民間事業者が提案できる機会の創出等が求められる

個別委託
個別委託個別委託

(保守点検等)

個別委託
個別委託直営業務

(日常業務)

民間委託への移行
他分野類似業務

個別委託 包括的
民間委託

(地域維持型契約を含む)

の機会

創意工夫
の発揮

リスク分担

包括的
民間委託デ

ー
タ
ベ
ー
ス

複数
業務
化

複数
年度
化

性能
規定
化 改築・更新事業

への取組み

改善への取り組み

更
な
る
官
民
連
携

定方式等の検討

VFMの
検討

蓄積 活用

考となる情報の提供、民間事業者が提案できる機会の創出等が求められる。

・ 中長期的な取組みとしては、蓄積された維持管理情報のデータベースを活用した
改築・更新や、維持管理計画の策定等が求められる。

・ こうした包括的民間委託を段階的に拡大していくことで、公共施設の老朽化対策・
長寿命化にも資するものと考えられる。

(日常業務)

上位計画の点検
(老朽化・長寿命化対応等)

新たな業務の発生
直営業務
日常業務
新たな業務

リスク分担
費用対効果

ス
構
築

直営業務
日常業務効率化
長寿命化対応等

事
業
へ

活用 活用

老朽化対策・長寿命化への貢献


